
 

 

社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団 

令和５年度 事業計画 

 

１ 基本方針  

 

約３年前、新型コロナウイルス感染症の流行が社会のあり方、人々の生活様

式を大きく変容させましたが、現在は感染状況に応じた対応をしながらも、社

会経済活動をできる限り維持していく方向に変わってきました。一方で、令和

４年度の事業団、特に病院・障害者支援施設においては、第７波以後の影響は

大きく、一時は運営に支障が出る事態となりました。令和５年度においても、

引き続き感染状況を注視しつつ、利用者・職員の健康を最優先に、適時・適切

な対応に努めます。 

 

さて、令和６年度をもって、名古屋市総合リハビリテーションセンター（以

下「リハビリテーションセンター」という。）の現指定管理受託期間が終了し

ます。令和７年度以降の次期指定管理期間を見据え、今一度これまでの取り組

みや実績を振り返るとともに、現在ある課題への対応を中心に、今後の事業団

運営のあり方を整理、検討していく時期に入ってきました。現指定管理者の

「中間評価」（令和２年度実施）（以下「中間評価」という。）で指摘された

「収支状況の改善」に向けた具体的な努力をしつつ、障害者リハビリテーショ

ンの中核施設の担い手として、障害当事者・関係機関・地域などに対し、今後

どのような役割を果たしていくことができるのかを、名古屋市と連携・協力し

ながら、検討を進めていきます。 

 

また、設立から３５年を迎えた事業団においては、職員の世代交代が進んで

います。事業団が今後とも質の高いサービスを提供し、地域のリハビリテーシ

ョンや障害者福祉をリードし続けていくためには、これまで培ってきた支援技

術や知識の継承が重要です。これまで以上に人材の確保・育成に向けた取り組

みに力を入れていくとともに、社会情勢の変化を見据えながら、研究活動の促

進などにより先駆的・先進的な取り組みへの挑戦を続けていくことが重要で

す。未だ新型コロナウイルス感染症による様々な制約はありますが、今後とも

職員一丸となって、この地域の障害者福祉の発展のため、事業団の未来のた

め、職務に邁進していきます。 

 

以上を踏まえ、第５次経営戦略計画の計画期間の１年目（初年度）にあたる

令和５年度の事業展開にあたっては、次の事項を重点事項として取り組みま

す。 



 

 

（１）経営戦略計画の推進（初年度） 

第４次経営戦略計画（令和２年度から令和４年度まで）については、全体

を通し、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けました。第５次経営

戦略計画（令和５年度から令和７年度まで）の期間においては、アフターコ

ロナにおける社会活動を視野に入れた事業運営が求められるとともに、リハ

ビリテーションセンターの指定管理期間の更新が控えています。大きな節目

を迎え、これまで以上に目標の達成に努めます。 

 

（２）収支状況の改善 

  リハビリテーションセンター中間評価で指摘された「収支状況の改善」に

ついて、引き続き全職員に対し経営意識の醸成を図るとともに、経営戦略会

議などにより運営状況や稼働状況を把握し、経費の削減及び収入の増加の方

策を検討、実施します。 

 

（３）国土交通省 社会復帰促進事業への取り組み 

  令和４年９月より、主に自動車事故での頭部外傷などによる高次脳機能障

害者に対する、地域生活移行・定着までの切れ目のない支援体制を構築する

ため、国土交通省がモデル事業として「社会復帰促進事業（自動車事故被害

者支援体制等整備事業）」を開始しました。事業団もなごや高次脳機能障害

支援センターを中心とする連携体制を組んでこの事業に応募し、病院と地域

の事業所間の連携を強化するための「ネットワーク構築支援」、専門的知識

を有する職員による自立訓練の提供などを行う「自立訓練提供支援」、地域

の事業所などに訪問し、会議への参加や研修の実施などを通して、円滑な地

域生活への移行と定着を図る「地域連携支援」の３つの柱に、組織全体で取

り組んでいきます。 

 

（４）人材確保と人材育成の強化など 

  人材確保については、多部門で連携して戦略的・計画的な採用に努めると

ともに、通常の就職説明会に加え、インターンシップの複数回の実施、職場見

学の積極的な受入れ、就職フェアへの参加、広報媒体の多様化など、採用広報

も引き続き強化します。 

人材育成については、令和４年度に試行的に始まった新たな階層の研修を

本格的に実施し、また既存の階層の研修内容を見直すなど、職員全体研修の内

容の充実に努めます。また OJT を通じた職員の育成にも努めます。 

 

（５）広報および研究活動の推進 

  事業団においては、公式ウェブサイトやTwitter、Instagram、YouTube、



 

 

広報誌などを活用し、広報活動に力を入れています。令和５年度においても

引き続き外部への情報発信に積極的に努め、運営施設を利用する際の情報提

供に努めるとともに、各サービスの特色や各種取り組みを分かりやすく周知

していきます。また、運営施設の説明会、見学会についても、内容や実施回

数を工夫しながら積極的に実施します。 

  研究活動については、リハビリテーション研究基金による研究、業務関連

研究の活用や他機関との共同研究を推進し、研究環境の整備に努め、成果を

情報発信します。 

 

（６）修繕積立金を活用した工事の実施 

リハビリテーションセンター建物や設備の老朽化が進んでいます。安全・安

心・快適な施設利用のため、事業団の繰越金（令和元年度から令和４年度分ま

で）から積み立てた「修繕積立金」を活用して、計画的に工事を実施していき

ます。令和５年度は公衆 Wi－Fi 設置工事を行う予定です。 

 

（７）新型コロナウイルス感染症への対応   

  令和４年度においては、入院患者などの感染状況に応じ、新規入院患者の

受け入れ中止やリハビリの一時休止などの対応を行い、一方、障害者スポー

ツセンター、福祉スポーツセンターなどにおいては、一部のサービスについ

て利用制限を緩和してきました。 

令和５年度においても引き続き、事業団全体で感染状況や対策を共有しな

がら、迅速かつ適切な対応に努めます。また、国の方針に基づき、令和５年度

も引き続き、附属病院において医療従事者、地域住民、事業団職員などへの新

型コロナワクチン接種への対応を行います。 

 

（８）その他 

令和６年４月から新たな受託期間が予定されている、障害者基幹相談支援

センター・地域活動支援センターについて、事業受託に向けた準備を行うとと

もに、これまで事業団が培ってきた障害者支援のノウハウなどを活かし、地域

の複雑・複合化した支援ニーズに対する包括的な相談支援体制の強化に向け、

関係機関と連携しながら取り組んでいきます。 

また、障害者就労支援センターめいりはについても、事業受託に向けた準備

を行います。 

 

 

 

 



 

 

２ 部門別方針  

 

事業団は、リハビリテーションの総合性・専門性・一貫性の機能をより高め

るため、総合相談部門、医療部門、自立支援部門、地域支援部門、福祉スポー

ツ部門、調査研究・企画・啓発部門の専門部門を設置します。 

各部門は、互いに連携して、障害者の相談から医療・訓練を経て地域移行・

地域定着に至るまでの総合的で一貫性のある専門的なリハビリテーションを

提供します。 

 

 
 

 

 

 



 

 

● 総合相談部門 

１ 総合相談 

（１）運営方針 

リハビリセンターの総合相談窓口として、相談機能、医療連携機能、高次

脳機能障害支援機能が一体となり、名古屋市身体障害者更生相談所とも連携

を図りながら、円滑な相談・支援業務を運営し情報を発信します。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 他機関・病院・施設などとの外部連携強化 

イ 事業団内でのコーディネート機能を発揮し、多職種連携を活かした利用

者支援 

（３）主な事業内容 

ア 総合相談業務 

イ ケースワーク業務（医療部門、自立支援部門など） 

 ウ 医療・介護・福祉との地域連携支援 

 

● 地域支援部門 

１ 地域リハビリテーション事業 

（１）運営方針 

障害者（児）が地域で安心して快適な生活を自立して送ることができるよ

う、専門スタッフが訪問して、障害や介護者の状況などに応じた住宅環境の

相談や日常生活上の指導を行います。  

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 住宅改造の訪問時に日常生活や用具に関する助言などの実施 

イ 他機関や事業団内の各部門と連携した利用者支援の推進 

ウ 名古屋市住宅改造補助事業の改正への対応 

（３）主な事業内容 

ア 名古屋市障害者住宅改造補助事業に関する相談 

イ 日常生活用具その他福祉機器に関する支援 

ウ 日常生活動作に関する相談・支援 など 

 

２ なごや福祉用具プラザ 

（１）運営方針 

障害のある方や身体機能の低下した高齢者の自立を支援し、介護者の負担

を軽減するため、家族介護者教室などで情報提供を行い、福祉用具や住宅改

修、介護に関する知識や技術の普及を図ります。 

また、地域の支援力向上に貢献できるよう、福祉用具の活用講座や排せつ

ケアに関する研修を開催し、地域の支援機関と連携した支援を実施します。 



 

 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 名古屋市介護ロボット等活用推進事業の実施 

（ア）専門職による福祉用具・介護ロボットなどの適合支援 

（イ）介護施設・事業所に向けた介護ロボットなどの普及啓発 

（ウ）介護施設・事業所における介護ロボットの導入効果検証 

イ 名古屋市高齢者排せつケア相談支援事業の実施 

（ア）おむつ選びの専門家養成研修 

（イ）排せつケアヘルプデスク 

（ウ）対面での排せつケア相談対応・アウトリーチ 

（エ）高齢者排せつケアコールセンター 

（オ）高齢者排せつケア対応力向上研修 

（３）主な事業内容 

ア 福祉用具の展示、相談（訪問相談を含む。）、製作・改造 

イ 福祉用具、介護技術などに関する情報提供と普及のための啓発事業 

ウ 介護実習・研修の実施 

エ 家族介護者教室事業 

オ 高齢者住宅改修相談事業 

カ 障害者 ICT サポート事業 

キ 高齢者排せつケア相談支援事業 

ク 介護ロボット等活用推進事業 

 ケ 競技用補装具マッチング支援事業 

 

３ 瑞穂区障害者基幹相談支援センター 

（１）運営方針 

障害種別を問わず、障害者やその家族からの相談に応じ、地域において自

立した日常生活や社会生活を営むことが出来るよう支援します。 

相談支援事業者などに対し後方支援を行う他、瑞穂区内の障害福祉サービ

ス事業所や行政機関などで構成する自立支援連絡協議会の運営を行います。 

また、「地域活動支援センターつきみがおか」と一体的な運営を行い、利

用者の地域生活支援の促進を図ります。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

 ア 制度の狭間に陥ったケースや、複数の生活課題を抱えて世帯単位の支援

が必要なケースなどに対応するための、介護、子育て、生活困窮、住宅

確保困難といった課題に対応する他領域の関係者や、民生･児童委員な

どの地域住民との緊密な連携（地域の重層的支援体制の構築） 

イ 災害時個別支援計画の地域との協働作成 

 ウ 地域生活支援拠点の整備に向け地域の関係機関などとの連携 



 

 

 エ 障害者の地域移行や地域生活支援の促進に向けた障害理解の啓発 

（３）主な事業内容 

ア 福祉サービス利用などの総合相談 

イ 処遇困難な障害者（児）への相談支援 

 ウ 地域移行・地域定着支援 

 エ 指定相談支援事業（特定・一般・障害児） 

 オ 自立支援連絡協議会を活用した地域づくり 

（４）その他 

 ア 瑞穂区障害者基幹相談支援センター事業の受託へ向けた準備 

 

４ 地域活動支援センターつきみがおか 

（１）運営方針 

  利用者の心身の状況、その置かれている環境などに応じて、利用者の選択

に基づいた自立的な地域生活を営むことができるよう、関係機関や事業団内

の各部門と連携しながら、地域活動支援事業を展開します。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

 ア 個別支援を充実させ、利用者の希望する生活の実現に向けた支援 

 イ 利用者の地域生活の維持のための関係機関との連携強化 

 ウ 地域の重層的支援体制の構築に向けた、居場所・交流機能の充実による

地域づくりの支援  

（３）主な事業内容 

ア 創作的活動又は生産活動の機会の提供 

イ 医療、福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整 

ウ 障害に対する理解促進を図るための普及啓発などの事業 

 

５ 介護保険事業 

（１）運営方針 

利用者などが、可能な限り居宅において自立した日常生活を営むことがで

きるよう支援します。その実施にあたり、外部の事業所とともに、事業団内

各部門との連携も図ります。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 附属病院と一層連携を図り一貫したサービス提供の強化 

 イ 外部の居宅介護支援事業所・介護サービス事業所との連携強化 

 ウ 介護保険サービスにおける在宅・地域生活での一貫した支援体制強化 

（３）業務内容 

ア 通所リハビリテーション   利用定員：午前４０人・午後４０人 

イ 訪問リハビリテーション 



 

 

ウ 居宅介護支援 

（４）主な事業内容 

 ア 要介護者又は要支援者の方へ心身機能の維持回復を通した在宅生活支援 

 イ 在宅生活を送るうえで必要な日常生活動作上の助言・相談 

 ウ 居宅介護支援事業所などとの連携 

 

● 医療部門 

１ 附属病院 

（１） 運営方針 

脳・脊髄・神経・筋・骨・関節・心疾患などを有する方に対し、在宅復帰

に留まらず、就労など地域での暮らしが豊かになることをより意識した総合

的なリハビリテーション医療を提供します。 

令和５年度は、令和６年度の診療報酬改定、介護報酬及び障害福祉サービ

ス等報酬との同時改定の前年度に当たり、「ポスト２０２５年も見据えた改

定」になろうことからその情報収集に努め、従来からの方針にもあります

「可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができる」よう、利用する方が安心して受けられる医療を提供しま

す。 

新型コロナウイルス感染症については、５類感染症に位置づけられた後

も、引き続きリハビリテーションセンター内の感染防止に努めるとともに、

国の指針を踏まえ公的な医療機関としての役割を担っていきます。 

また、リハビリテーションと高次脳機能障害者支援の中核施設であるリハ

ビリテーションセンターの医療部門として、引き続き、更なる専門性の向上

と地域支援力の強化、ならびに医学的な根拠に基づいた障害者支援に取り組

んでいきます。 

（２） 令和５年度の重点取り組み事項 

 ア 新型コロナウイルス感染症に関する取り組み 

  ・新型コロナウイルス感染症における後方支援医療機関としての役割の検

討及び回復後のリハビリテーションの提供 

  ・新型コロナワクチン接種施設としての協力 

イ 他医療機関・施設などとの連携強化への取り組み  

ウ 入院患者に対する入院早期から退院後までの切れ目のない支援への取り

組み 

エ 外来患者数増加に向けた取り組み 

オ 地域生活へ移行・定着に向けた院外リハビリテーションへの取り組み 

カ リハビリテーションにおけるロボットの利活用による訓練 

 ・脳卒中後上肢麻痺に対する、運動量増加機器「上肢用ロボット型運動訓



 

 

練装置（ReoGo○R -J）」でのリハビリテーションへの取り組み 

キ 運動麻痺患者に対する、経頭蓋磁気刺激（TMS）治療やボツリヌス療法

と、理学療法・作業療法の併用による集中的リハビリテーションによる

ニューロリハビリテーションの充実 

（３） 主な事業内容 

ア 業務内容 

入院診療 一般病床 ８０床 

外来診療 

特別外来：ニューロリハビリテーション外来、 

末梢神経外来、神経難病外来、物忘れ・認知症外来 

臨床検査、画像診断、薬剤業務［調剤・服薬指導］、看護業務、 

訓練［理学療法・作業療法・言語聴覚療法・心理療法］、 

医療ソーシャルワーク など 

イ 関係機関などとの連携 

・リハビリテーションセンターの専門機能の利用及び切れ目のないリハビ

リテーション提供のため、他医療機関や地区医師会との連携 

・他医療機関からの電話・FAX での診療予約申込みに対する円滑な患者の

受け入れ 

・他医療機関や公安委員会からの依頼による自動車運転評価の提供 

・入院から在宅への円滑な移行及び在宅療養・地域生活定着の支援のた

め、介護保険事業所・障害福祉サービス事業所などとの連携 

・地域生活への早期移行・定着を目指して、総合相談部門・自立支援部門

及び地域支援部門との情報共有 

 

２ 補装具製作施設 

（１）運営方針 

身体障害者の自立を支援するための補装具について、応急的修理や、医療

の過程で必要な治療用装具の製作を行います。また、各種福祉用具の試作・

開発を行い、障害者の自立を支援します。同時に、これらの用具について関

係各所と連携し、さらなる普及・啓発活動に努めます。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 事業団内の各部門などと連携した調査・研究・開発の推進 

イ 福祉用具・介護ロボットの評価 

（３）主な事業内容 

ア 補装具の評価・適合 

イ 補装具の試作 

ウ ブレースクリニック（補装具診断） 



 

 

 

● 自立支援部門 

１ 生活支援（自立訓練（機能訓練）、施設入所支援、自立生活援助） 

（１）運営方針 

病気や事故などによる身体や高次脳機能に障害がある方に対して、夜間に

おける入浴、排泄又は食事の介助や見守り支援と自立した日常生活や社会生

活を営むための訓練を実施し、地域生活への移行・定着を目指した社会リハ

ビリテーションを行います。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア ニーズがある利用者に適切に情報が伝わり、支援を受けることができる

ようにするための広報・周知活動の強化 

イ 医療職の専門性を活かした自立訓練プログラムの強化 

ウ 客観的評価指標を用いた訓練効果の見える化及びその利用者支援や広報

への活用 

エ 新たなニーズに対応した入所機能の体制づくり 

（３）業務内容 

 ア 施設入所支援サービス      利用定員：４０人（夜間） 

 イ 自立訓練（機能訓練）サービス  利用定員：４５人（日中） 

 ウ 自立生活援助サービス      利用者数：１０人程度 

（４）主な事業内容 

ア 医療職を含む様々な専門職のチームアプローチによる支援 

イ 地域での豊かな生活実現のための在宅復帰支援及び地域活動支援 

ウ 復職や就労移行支援の利用に向けた準備支援 

 エ 自立生活援助サービスなどを効果的に活用しながらの地域生活実現に向

けた地域移行・定着支援 

 

２ 視覚支援（自立訓練（機能訓練）） 

（１）運営方針 

視覚に障害のある方に対して、残存視力・視野および視覚以外の感覚を用

いて、移動の安全性向上や外出範囲の拡大、文字処理・情報収集手段の再獲

得、日常生活動作の自立などを目指して訓練を実施します。 

また、相談支援事業所などと連携し、地域で自立した生活を送れるよう必

要な相談、調整、情報提供を行います。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 名古屋市立大学病院、愛知県眼科医会などの医療機関との連携強化によ

る受障後、早期からの支援の実施 

イ 新規就労・復職希望者の増加に対応するための事業団内就労支援部門及



 

 

び関係就労支援機関との連携強化 

ウ 軽度ロービジョン者・高齢者の増加及びアフターフォローに対応するた

めの地域の視覚障害関係機関との連携強化、役割分担の明確化 

 エ 医療職との協働による視覚障害者支援の強化   

（３）業務内容 

  自立訓練（機能訓練）サービス  利用定員：１０人（通所定員） 

（４）主な事業内容 

ア 見えない、見えにくいことで困っている方への相談支援 

イ 白杖歩行、点字、パソコン、ADL、ロービジョンなどの視覚障害リハビ

リテーション訓練の実施 

ウ 視覚障害に関する広報・啓発活動、各種講座などの実施 

 

３ 就労支援（就労移行支援・就労定着支援） 

（１）運営方針 

身体に障害がある方や記憶や注意力・判断力などの高次脳機能に障害があ

る方を対象に、職業的自立と社会参加を図ることを目的として職業リハビリ

テーションサービスを提供します。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア ニーズがある利用者に適切に情報が伝わり、支援を受けることができる

ようにするための広報・周知活動の強化 

イ ハローワークなどの関係機関との連携強化による職場開拓の実施 

ウ テレワーク・短時間雇用といった新たな働き方に対応した就労支援の実

施 

エ 視覚支援課・作業療法科などと連携した支援の強化 

（３）業務内容 

 ア 就労移行支援サービス  利用定員：４６人 

 イ 就労定着支援サービス  利用者数：２０人程度 

（４）主な事業内容 

ア 医療部門との連携による就労もしくは復職を希望する方への職業訓練な

どの就労移行支援 

イ 一般就労に移行した障害者に対する就労継続を図るための就労定着支援 

ウ 障害者や事業所に対し職場適応を容易にするための支援 

（職場適応援助者（ジョブコーチ）支援） 

 

４ 障害者就労支援センターめいりは 

（１）運営方針 

就職希望もしくは在職中の障害者の抱える課題に応じて、雇用及び福祉な



 

 

どの関係機関と連携し、就労及びそれに伴う生活上の相談・支援を一体的に

行います。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 就労支援課はじめ事業団内の各部門との連携による相談・支援の実施 

イ 地域の障害福祉サービス事業所などとの連携による相談・支援の実施 

 ウ 大学などに在籍中の若年障害者及び家族などの相談・支援の試行的実 

   施 

（３）主な事業内容 

ア 就職に向けた相談、支援 

イ 健康管理など日常生活に関する相談、助言 

ウ 企業への障害者雇用に関する相談、情報提供 

 エ 障害者支援施設などへの相談、助言 

（４）その他 

 ア 障害者就労支援センター事業の受託へ向けた準備 

 

５ 介助犬等相談・認定事業 

（１）運営方針 

身体障害者補助犬法に基づく介助犬などに関する相談や、情報提供、認定

などを行い、身体障害者の自立や社会参加の促進を図ります。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

   他県認定機関などとのノウハウの共有や連携強化 

（３）主な事業内容 

ア 介助犬などに関する相談・情報提供 

イ 介助犬などの認定審査の実施 

 

● なごや高次脳機能障害支援センター（高次脳機能障害支援拠点機関） 

（１）運営方針 

高次脳機能障害者の安定した生活、社会参加を目標に、事業団内の各部門

との連携により、医療から福祉、地域移行・定着までの一貫したサービスを

提供します。 

高次脳機能障害者は障害の特徴から、継続的な支援が必要な人が多く、地

域での支援が欠かせないため、連携可能な医療機関などの増加に努めるとと

もに、基幹相談支援センターや障害福祉サービス事業所などの地域支援機関

への後方支援や支援機関同士のネットワーク強化を推進していきます。ま

た、研修の実施や支援手法の確立とその活用などにより、地域で支援する人

材の育成にも努めます。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 



 

 

ア 国土交通省の社会復帰促進事業（地域連携支援）の継続実施 

地域の障害福祉事業所と連携し、自立訓練事業から地域生活への移行の 

円滑化を図る。 

イ 愛知県の地域支援ネットワーク構築促進事業の受託 

  切れ目のない充実した支援体制を目指し、当事者・家族、地域の医療機 

関や障害福祉事業所、一般市民を対象とした事業を実施する。 

（３）主な事業内容 

ア 高次脳機能障害の特性に対応した専門的な相談から、診断、評価、訓

練、支援までの一貫した総合的なリハビリテーションサービスの提供 

イ 高次脳機能障害の特性を踏まえたマネジメント、必要に応じた継続的支

援、及び地域支援 

ウ 関係機関などとの連携に基づいた、自動車運転再開支援・相談、失語症

者の相談、小中学生の高次脳機能障害児に対する支援 

エ 「愛知県高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業」の実施 

 

● 調査研究・企画・啓発部門 

１ 調査研究・企画 

（１）運営方針 

リハビリテーションサービスの質を向上するため、工学的技術支援などに

関する調査研究・企画並びに情報収集・啓発を行います。 

また、リハビリテーション研究基金の運用や業務関連研究を推進します。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 事業団内の各部門と連携した調査・研究・開発の推進 

イ 外部機関・なごや福祉用具プラザをはじめとする事業団内の各部門と連

携した福祉用具・介護ロボットの開発、普及などの推進の強化 

（３）主な事業内容 

ア 外部機関・事業団内の各部門と連携した研究開発 

イ PET-CT などの適切な管理と運用 

ウ 研究活動の支援 

（ア）リハビリテーション研究基金 

リハビリテーション技術の研究開発を推進するための「リハビリテ

ーション研究基金」の運用及び研究助成を行います｡ 

（イ）業務関連研究 

日常業務レベルにおける利用者サービスの質的向上、事業団職員の

知識・技能の全体的向上などを目的とした、業務に関連する研究など

を奨励・促進し、先駆的事業の試みや研究に取り組み易い職場風土づ

くりを推進します。 



 

 

（ウ）研究紀要 

リハビリテーション研究基金および業務関連研究で提出された論文

を中心に掲載した研究紀要を発行します。 

 

２ 広報・啓発活動 

（１）運営方針 

事業団がリハビリテーションや障害者福祉の中核施設としての役割を果た

すため、また、事業団が持つ専門性や取り組みを広く知っていただき、地域

支援機関などとの連携や支援技術の普及などに貢献していくため、事業内容

の紹介、研究成果の公表、障害理解についての普及・啓発など、広報・啓発

活動を推進します。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

 ア 外部メディアなどを活用した事業団の取り組みについての発信強化 

 イ YouTube を利用した動画での事業などの紹介や Twitter、Instagram な

ど SNS を活用した迅速な情報発信 

 ウ 事業団公式ウェブサイトの運営管理強化（最新情報の更新、分かりやす

い情報の掲載） 

 エ 医療機関、支援機関、教育機関などへの発信強化 

（３）主な事業内容 

ア 新聞・テレビなど、各種外部メディアへの働きかけ 

イ 市政記者クラブへの情報提供、広報なごやなどの市媒体の活用 

ウ YouTube を利用した動画の発信 

エ 事業団公式ウェブサイト、Twitter、Instagram の活用 

オ Google ビジネスなどの活用、情報の適正化への取り組み 

カ 説明会（現地、オンライン）の開催（名古屋市総合リハビリテーション

センター説明会、自立支援部説明会、なごや高次脳機能障害支援センタ

ー説明会など） 

キ 講座など（現地、オンライン）の開催（居場所・サロン事業、市民公開

講座など） 

ク 病院、支援機関、学校などへの訪問・情報発信 

ケ リーフレットなど、紙媒体の活用 

コ 見学、実習の受け入れ 

サ 近隣小学校の総合学習への協力 

 

● 福祉スポーツ部門 

福祉スポーツ部門は、新型コロナウイルス感染症の大なる影響を受けてきま

した。新型コロナウイルス感染症の取り扱いは大きく変わろうとしています



 

 

が、障害者・高齢者を対象としていますので、引き続き感染対策には十分配慮

して参ります。また、事業運営については、名古屋市と協議し、柔軟に対応い

たします。 

 

1 福祉スポーツセンター 

（１）運営方針 

高齢者や障害者、地域住民の健康づくりの増進のため、スポーツ活動の機

会を提供します。 

また、高齢者スポーツ教室のメニューの見直しや定期外教室の実施方法検

討など、With コロナとしての事業の充実を図ります。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

 ア 定期外教室の充実 

 イ 感染対策に留意しつつ、教室での新規企画など事業の充実 

（３）主な事業内容 

ア 高齢者スポーツ教室 

イ シルバーフィットネス事業 

ウ 体育館、多目的ホールなどの施設の貸し出し 

エ 高齢者・障害者への運動に関する助言・指導 

 

２ 障害者スポーツセンター 

（１）運営方針 

多様化する障害者スポーツのニーズに応えるため、障害者スポーツ振興の

拠点としてスポーツ・レクリエーションを通じた福祉の向上や施設の利用促

進、各種スポーツの機会の提供を行います。 

また、２０２６年第５回アジアパラ競技大会の開催を控え、障害者スポー

ツ振興の重要性が高まっている今を好機ととらえ、各方面との連携強化を図

り、より一層の障害者スポーツの推進に努めます。 

（２）令和５年度の重点取り組み事項 

ア 利用者一人ひとりの障害特性に応じた安全なスポーツ活動機会の提供 

イ 新規利用者の確保及び継続利用の定着 

ウ 地域における障害者スポーツ振興の一層の推進 

（ア）実施環境整備 

  ・市内特別支援学級（学校）で運動指導 

  ・区スポーツセンター指定管理者対象研修会 

  ・レーサー用有酸素トレーニング機器の活用 

（イ）理解促進・普及啓発 

  ・スポーティブライフ in 瑞穂 



 

 

  ・区スポーツセンターで障害者スポーツ体験会 

・ショッピングモールなどで障害者スポーツ体験会 

・VR 機器を用いた障害者スポーツ体験 

  ・市内小中学校で障害者スポーツ体験出前授業 

  ・大学で障害者スポーツ体験 

  ・名古屋をホームタウンとするトップスポーツチームとの連携事業 

  ・企業との連携 

  ・各団体事業への協力 

（ウ）人材育成・確保 

  ・障害者スポーツフォーラムの開催 

  ・障害者スポーツ指導者・ボランティアの養成及びその活動支援 

  ・障がい者スポーツ指導者資格取得認定校との連携 

  ・福祉施設職員向けの障害者スポーツ研修会 

  ・名古屋市障がい者スポーツ指導者協議会事務局業務 

（エ）競技力向上 

  ・全国障害者スポーツ大会への名古屋市選手団派遣 

  ・全国障害者スポーツ大会名古屋市選手団の育成強化事業 

  ・名古屋市障害者スポーツ大会実施 

  ・市民スポーツ祭の開催 

（３）主な事業内容 

ア スポーツ教室、種目別練習や東海大会（記録会）の開催及び障害者スポ

ーツに関する情報提供 

イ 健康づくりに関する講座の開催 

ウ 地域・関係団体との交流促進 

エ 医療スタッフによる医学的な相談・助言・指導 

オ 障害者のスポーツ活動における用具の相談 

カ 精神保健福祉士による相談 

 キ 障害者スポーツの振興 

 ク 障害者スポーツ特有競技の審判員養成、育成 

 ケ クラブ活動支援 


